
 

平成14年3月期       決算短信（連結） 平成14年5月17日 
 

上 場 会 社 名 株式会社エフアンドエム   上場取引所 大阪証券取引所（ナスッダック・ジャパン） 

コ ー ド 番 号 4771                        本社所在地 大阪府吹田市江坂町１丁目２３番３８号 

（ＵＲＬ http://www.fmltd.co.jp/）  

問 合 せ 先   責任者役職名  取締役管理本部長 
          氏    名  杉浦 友泰 ＴＥＬ (06)6339－7177 

決算取締役会開催日            平成14年5月17日 

親会社名  ―    （コード番号：―  ） 親会社における当社の株式保有比率 ―  ％ 

米国会計基準採用の有無   有 ・ 無 

 

１. 14年3月期の連結業績（平成13年4月1日～平成14年3月31日） 

(1) 連結経営成績                         （百万円未満切り捨て表示） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

14年3月期 

13年3月期 

    百万円  ％ 

3,733   （5.0 ） 

        3,555   （ ― ） 

  百万円  ％ 

△97   （―） 

  628   （―） 

  百万円  ％ 

△82   （―） 

  614   （―） 
 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 

14年3月期 

13年3月期 

百万円  ％ 

△70   （―） 

  294   （―） 

円 銭 

△5,879 32 

41,703 05 

円 銭 

―  ―  

41,539 14 

％ 

△2.9  

11.6  

％ 

△1.6  

11.7  

％ 

△2.2  

17.3  

(注)①持分法投資損益      14年3月期  48百万円    13年3月期  △2百万円 

②期中平均株式数（連結）  14年3月期  11,936株     13年3月期    11,936株 

③会計処理の方法の変更   有 ・ 無 

④売上高，営業利益，経常利益，当期純利益におけるパーセント表示は，対前期増減率 
 
(2) 連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

14年3月期 

13年3月期 

百万円 

      5,451    

      5,239    

百万円 

      2,349    

      2,533    

％ 

 43.1  

 48.3  

円  銭 

196,810  71 

212,265  82 

(注)期末発行済株式数（連結）  14年3月期  11,936株    13年3月期  11,936株 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 

 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 

14年3月期 

13年3月期 

百万円 

△531    

457    

百万円 

△533    

△2,742    

百万円 

371    

2,790    

百万円 

507    

1,201    
 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  2社   持分法適用非連結子会社数  ―社 持分法適用関連会社数  1社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   ―社   (除外)   ―社 持分法 (新規) ―社  (除外)  ―社 
 
２. 15年3月期の連結業績予想（平成14年 4月 1日～平成 15年 3月 31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 

中間期 

通  期 

百万円 

1,794 

4,097 

百万円 

107 

406 

百万円 

065 

230 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   19,306 円  71 銭 

 

※ 上記予測は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記業績予想に関する事項は、5ページをご参照下さい。 
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Ⅰ 企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社、連結対象子会社２社及び関連会社１社で構成されております。 

当社の企業集団各社の主な業務は下記のとおりであります。 

 

 (1)連結対象子会社      

名 称 住 所 資本金 主 要 な 事業内容 
議決権の 
所有割合 関 係 内 容 摘 要 

  千円  ％   

エフアンドエムネット
株式会社 

東京都 
品川区 30,000 その他事業   80.0 

コンピュータシステ
ム、インターネット
の企画運営、開発業。 
役員の兼任 ２名 

 

株式会社中小企業エム
アンドエーセンター 

東京都 
千代田区 30,000 その他事業  100.0 

Ｍ＆Ａ情報提供 
役員の兼任 ３名  

 （注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

 

(2)持分法適用関連会社      

名 称 住 所 資本金 主 要 な 事業内容 
議決権の
所有割合 関 係 内 容 摘 要 

  千円  ％   

ﾁｬﾚﾝｼﾞｬｰ･ｸﾞﾚｲ･ｸﾘｽﾏｽ 
株式会社 

東京都 
中央区 281,150 

アウトプレ
ースメント
事業 

  29.7 
再就職、研修業務の
情報提供 
役員の兼任 ２名 

 

 

 

 

当社企業集団についての事業系統図は以下のとおりであります。 

 

 

個人事業主及び中堅・中小企業  

 

当  社 

バ
ッ
ク
オ
フ
ィ
ス
サ
ポ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス 

記
帳
代
行 

一 般 企 業 

※ﾁｬﾚﾝｼﾞｬｰ･ｸﾞﾚｲ･ 

ｸﾘｽﾏｽ㈱ 

Ｍ＆Ａ 

アドバイザリー 

ｴﾌｱﾝﾄﾞｴﾑﾈｯﾄ㈱ 

システム開発・ 

コンテンツ開発 

ＡＳＰサービス 

㈱中小企業 

Ｍ＆Ａセンター 

再就職支援・研修 

人材紹介 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）      サービスの提供    無印 連結子会社 

出資関係        ※   持分法適用会社 
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Ⅱ 経営方針 

 

１．経営の基本方針 

 当社グループは、顧客に感謝尊敬されるサービスを低価格で提供することにより、頂いた報酬以上のメ

リットを顧客に感じて頂くことを事業のコンセプトとしております。そして当社が事業をおこなう上で

「関わる全ての人・企業が物心両面で豊かになれる」ことを目標とし、当社グループがわが国経済の活性

化に貢献できる経営に努めてまいる所存であります。 

 

２．利益配分の基本方針 

 当社グループでは株主への利益配分を、経営上の最重要課題と位置付けております。利益配分の基本方

針としましては、収益拡大による企業価値の増大を第一としております。 

 現在、当社グループは内部留保を優先することで、株主資本を最大限に活かす経営を実践し、成長スピ

ードを高めることに注力しております。 

 このような方針に基づき、当社グループでは各決算期の財務状況・事業環境を勘案した上で、株主配当

等の利益配分を決定し、株主への積極的な利益還元に努めてまいる所存であります。 

 

３．中長期の経営戦略 

 当社グループでは主に個人事業主と中堅・中小企業に向けて事業を展開しております。 

また当社グループは総務・経理というバックオフィス業務を基本とした、あらゆるソリューションを提供

することを目標としております。今後中長期につきましても、これらの基本となる経営戦略を堅持し、株

主価値の極大化につながると判断できる投資を積極化させ、成長スピードを高める経営戦略を実践してま

いる所存であります。 
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Ⅲ 経営成績 

 

１．当期の業績概要 

  当期におけるわが国の経済は、小泉内閣により構造改革が掲げられたものの、個人消費の低迷や株価の

下落などのデフレ傾向に歯止めはかからず、世界的なＩＴ不況や米国同時多発テロ事件の影響による輸出

の落ち込みの影響も受け、景気の後退色が強まることとなりました。当社グループの主要顧客層が位置す

る生保業界及び中小企業を取り巻く環境も引き続き厳しい状況で推移してまいりました。 

 このような経営環境下で当社グループは、主要事業の恒常的な成長基盤を築くため、商品力の強化を図

り、新たなる収益の柱を築くべく、サービス・商品の開発を進め、新規事業を立上げるとともに、当社連

結子会社、関連会社との事業効果を企図し、収益体制の強化に努めてまいりました。   

その結果、当期の連結売上高は3,733百万円（前期比5.0％増）となり、経常損失は82百万円、当期損失

は70百万円となりました。 

  

セグメント別概況 

（１）アウトソーシング事業 

①生命保険会社営業職員向けサービスについて 

アウトソーシング事業におきましては、生命保険会社営業職員向けの記帳代行体制を再構築するととも

に、記帳代行サービスに付加する目的で営業支援サービス「エフアンドエムメイトパック」の開発を進め

てまいりました。 

 しかしながら、当期の厳しい経済状況下において、生命保険業界の再編等が進行し、生保営業職員全体

数の減少とともに、生命保険会社の退職に伴う解約が多く発生いたしました。また加えて、新サービス提

案及び新マーケットに向けた取り組みが当期の後半以降となり、当期において収益へのプラス作用を及ぼ

すまでに至らなかったことから、期末会員数は33,725人（前年度末比14,919人減）、売上高は1,918百万

円（前期比20.5％減）となりました。 

  

②その他個人事業主マーケットへの取り組みについて 

 アウトソーシング事業における、生命保険会社営業職員以外の個人事業主マーケットへの取り組みにつ

きましては、当期では不動産所得者記帳代行の体制を固めるため、システムの構築等の諸整備に従事する

ことで、早期の収益化にむけて鋭意努めてまいりました。その結果、不動産所得者に対する記帳代行サー

ビスは段階的に開始することとなり、その他個人・法人に対する経理・記帳代行とともに、サービス提供

の本格化は次期以降にずれ込む結果となりました。 

 

（２）エフアンドエムクラブ事業 

セグメント全体売上高1,429百万円（前期比37.3％増） 

 ①会員事業について 

 エフアンドエムクラブ事業におきましては、中小企業の総務、経理を中心とするバックオフィス業務の

支援を明確化し、付加価値の高いサービス提供を実践するために、教育、人材、財務関連などのトータル

サポートサービス「総務サポートサービス」の開発に努めてまいりました。また、多様化する顧客ニーズ

に対応すべく、ＩＳＯ認証取得支援、求人サイト提案営業を開始するなど、新たな収益基盤の確保に注力

してまいりました。 

 また、営業力の強化を図り将来的な会員企業数の増大を加速させるために、エフアンドエムクラブ販売

代理店制度を構築し、次年度以降の販売体制の準備を進めてまいりました。会員企業の契約継続率につき

ましては、厳しい経済状況下での中小企業の経営環境も厳しく、契約継続率は73.9％（前年度77.8％）と

なりました。以上の結果、期末会員企業数は5,466社（前年度末比127社増）となりました。 

 

②ISO認証取得支援事業について 

当期下期より開始致しましたISO認証取得支援事業につきましては、9001シリーズに加え、当期平成14

年2月には14001シリーズを開発するなど、当社では当事業での商品を「ISO工房シリーズ」として、従来

のISO認証取得ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞの課題であった「費用が高い・時間がかかる、難しい」を解決するものとして会

員企業を中心に全国の中小企業に向けて、営業活動をおこなってまいりました。このような結果、当期の

ISO認証取得支援事業における売上高は58百万円となりました。 

 

③イーキャリア事業について 

当期より開始致しました求人・求職サイト「イーキャリア」代理店事業につきましては、会員企業の他

全国の中堅・中小企業に向けて、その価格優位性を出した販売を行ってまいりました。その結果、当期の

イーキャリア販売代理店事業での売上高は29百万円となりました。 
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（３）不動産事業 

 当期の不動産事業における売上高は155百万円となりました。なお、当事業での売上高は当社大阪本社

が所在する、自社保有物件からの賃貸収入であります。 

 

（４）その他 

 当期におけるその他の売上等につきましては、連結子会社株式会社 中小企業エムアンドエーセンター

（当社100％出資）、エフアンドエムネット株式会社（当社80％出資）、持分法適用会社 チャレンジャ

ー・グレイ・クリスマス株式会社（当社29．7％出資）の売上等によるものでございます。 

 

２．次期の見通し及び施策 

（１）アウトソーシング事業 

① 生命保険会社営業職員向けサービスについて 

生命保険会社営業職員向けサービスにつきましては、開発済みであるビジネスサポートツール「エフア

ンドエムメイトパック」の提供を本格化し、記帳代行以外の付加サービスにより顧客との関係強化を図

り、記帳代行サービスと併せた幅広い顧客ニーズに対応できる体制を固め、当期での会員減少傾向を反

転させるべく、同時に営業体制の強化に努めてまいる所存であります。  

 

② その他個人事業主マーケットへの取り組みについて 

その他個人事業主マーケットへの取り組みにつきましては、当期中に準備を行ってきた不動産所得者向

け記帳代行の早期収益化の実現に注力してまいります。また、その他の個人事業主業界へのアプローチ

を継続し、今後の電子申告の本格化や雇用形態及び給与形態の変化に伴い、個人・法人への記帳代行（経

理代行）マーケットの拡大が予想されることから、研究開発を継続してまいる所存であります。 

 

（２）エフアンドエムクラブ事業 

① 会員事業について 

 エフアンドエムクラブ会員事業につきましては、中小企業のバックオフィス業務を支援し、中小企業

がメリットを感じるサービス提供することで、従来の生命保険会社を中心とした企業紹介ルートの再強

化に努めてまいります。また次期より「総務サポートサービス」（エフアンドエムクラブ）の代理店販

売を本格化し、会員増大の加速を実現してまいる所存であります。 

 

② ISO認証取得支援事業について 

 ISO認証取得支援事業につきましては、引き続き当社会員企業への販売を促進するとともに、生命保

険会社を中心とした金融機関とのタイアップによる販売ルートの強化を図り、当事業単独での利益貢献

を早期に実現させる所存であります。 

 

③ イーキャリア事業について 

 イーキャリア事業につきましては、当期において整備した販売体制を再強化するとともに、販管費の

抑制を図ることで、次期において当社の収益事業としてまいる所存であります。 
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Ⅳ キャッシュ・フローについて 

当連結会計期間における 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、支出した資金は531百万円（前年同期比988百万円増）となりました。 

これは主に税金等調整前当期純損失144百万円の計上、売上債権の135百万円増加、その他固定資産負債

の139百万円減少によるものです。 

 

（投資活動によるキャシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は533百万円（前年同期比2,209百万円減）となりました。 

これは主に有形固定資産の取得による支出1,808百万円の減少、有価証券の取得による支出848百万円減

少によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、資金の増加は371百万円（前年同期比2,419百万円減）となりました。 

これは主に長期借入れによる収入1,200百万円減少、株式の発行による収入1,286百万円減少によるもの

です。 

 

Ⅴ 企業統治（コーポレートガバナンス）に関する状況について 

１．意思決定の仕組み 

 当社グループでは、株主価値の増大及び企業競争力向上のため、経営判断の迅速化を進めております。  

各事業部・各地域毎を事業部に分け各事業部長以上の経営幹部会議を取締役会を補足するものとして、毎

月に１回開催し、経営戦略の方向性を決定しております。また、製販の機動的な対応を目指し、営業部門

と企画開発部門との企画会議を定期的に開催することで、刻々と変化する事業環境に対応し、経営判断に

反映させております。その他電子ツールを活用することで、当社グループ内での横断的な情報の共有化を

推進し、恒常的な意思決定の迅速化を図っております。 

 

２．役員構成 

 当社では取締役６名、監査役３名にて構成されております。取締役は全員常勤で監査役は内１名が常勤

でございます。 

 

３．内部監査の状況 

 当社では内部監査のため内部監査室を設置し１名を専任者としております。内部監査室を中心とし、管

理本部内の総務部、経理部、経営企画部と連携を保ちながら、適時、各部署、グループ会社に対して内部

監査を実施しております。 

 

４．今後のコーポレートガバナンスの強化・充実の施策 

 グループ経営の浸透を図り、株式価値の極大化とスピード経営を実現するために、当社グループではコ

ーポレートガバナンスの強化・充実に日々努めております。現在の施策として、コンプライアンスの徹底、

意思疎通の迅速化等を実現するため、当社グループの各階層に向けた研修制度を定期的に実施しておりま

すが、今後一層の企業発展を目指す上で、更なるコーポレートガバナンスの強化・充実に努めてまいりま

す。 
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１．連結財務諸表等 

(1)連結財務諸表 

① 連結貸借対照表 
 

 
 

（単位：千円） 

前連結会計年度 
 

（平成13年3月31日現在） 

当連結会計年度 
 

（平成14年3月31日現在） 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）    ％   ％ 

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,233,329   507,779  

２．受取手形及び売掛金   427,101   684,705  

３．有価証券   335,338   ―  

４．たな卸資産   42,948   134,775  

５．繰延税金資産   55,390   15,464  

６．その他   135,400   282,384  

貸倒引当金   △7,756   △5,378  

流動資産合計   2,221,752 42.4  1,619,729 29.7 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産 ※１       

１．建物及び構築物 ※３  1,157,516   1,144,999  

２．機械装置及び運搬具   22,550   76  

３．土地 ※３  729,631   729,631  

４．その他   122,398   157,290  

有形固定資産合計   2,032,097 38.8  2,031,997 37.3 

(2）無形固定資産        

１．営業権   15,578   10,658  

２．連結調整勘定   ―   6,533  

３．その他   95,010   206,998  

無形固定資産合計   110,588 2.1  224,191 4.1 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券 ※２  380,168   709,680  

２．長期貸付金   11,700   9,900  

３．保険積立金   292,689   358,924  

４．繰延税金資産   21,491   208,113  

５．その他   202,009   328,578  

貸倒引当金   △32,860   △40,022  

投資その他の資産合計   875,198 16.7  1,575,174 28.9 

固定資産合計   3,017,883 57.6  3,831,362 70.3 

資産合計   5,239,636 100.0  5,451,092 100.0 
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   （単位：千円） 

前連結会計年度 
 

（平成13年3月31日現在） 

当連結会計年度 
 

（平成14年3月31日現在） 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（負債の部）    ％   ％ 

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金    ―   81,109  

２．短期借入金 ※３  316,480   598,670  

３．未払法人税等   191,444   20,013  

４．賞与引当金   122,446   80,100  

５．その他   241,689   373,253  

流動負債合計   872,060 16.7  1,153,146 21.1 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※３  1,693,520   1,841,040  

２．退職給付引当金   4,405   ―  

３．その他   132,507   102,789  

固定負債合計   1,830,433 34.9  1,943,829 35.7 

負債合計   2,702,494 51.6  3,096,975 56.8 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   3,537 0.1  4,983 0.1 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金   826,000 15.8  826,000 15.1 

Ⅱ 資本準備金   1,044,700 19.9  1,044,700 19.2 

Ⅲ 連結剰余金   662,904 12.6  533,049 9.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   ― ―  △54,616 △1.0 

資本合計   2,533,604 48.3  2,349,132 43.1 

負債、少数株主持分及び資本合計   5,239,636 100.0  5,451,092 100.0 
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② 連結損益計算書 
 

 
 

（単位：千円） 

前連結会計年度 
 

自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
 

自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

期  別 
 
 
科  目 

金 額 百分比 金 額 百分比 

  ％   ％ 

Ⅰ 売上高   3,555,248 100.0  3,733,696 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,351,554 38.0  2,236,066 59.9 

売上総利益   2,203,693 62.0  1,497,630 40.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  1,574,976 44.3  1,594,644 42.7 

営業利益   628,717 17.7  ― ― 

営業損失   ― ―  97,014 △2.6 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  13,854   1,188   

２．受取配当金  472   1,494   

３．固定資産賃貸料収入  5,353   ―   

４．保険手数料収入  10,894   1,040   

５．持分法投資利益  ―   48,874   

６．その他  10,410 40,985 1.1 6,560 59,158 1.6 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  8,854   38,793   

２．有価証券運用損  7,340   ―   

３．新株発行費  31,898   ―   

４．創立費償却  ―   706   

５．持分法投資損失  2,331   ―   

６．その他  4,330 54,755 1.5 5,627 45,127 1.2 

経常利益   614,947 17.3  ― ― 

経常損失   ― ―  82,983 △2.2 

Ⅵ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 19,404   18,629   

２．固定資産売却損 ※３ 378   ―   

３．満期保有目的債券償還損  46,079   ―   

４．差入保証金解約損  5,888   ―   

５．投資有価証券評価損  ―   43,070   

６．退職給付会計適用に伴なう
会計基準変更時差異償却費 

 2,331 74,081 2.1 ― 61,699 1.7 

税金等調整前当期純利益   540,865 15.2  ― ― 

税金等調整前当期純損失   ― ―  144,682 △3.9 

法人税、住民税及び事業税  301,743   29,069   

法人税等調整額  △43,822 257,921 7.2 △107,146 △78,076 △2.1 

少数株主損失   11,462 0.3  3,569 0.1 

当期純利益   294,407 8.3  ― ― 

当期純損失   ― ―  70,175 △1.9 
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③ 連結剰余金計算書 
 

 
 

（単位：千円） 

期  別 
 
 
科  目 

前連結会計年度 
 

自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
 

自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

Ⅰ 連結剰余金期首残高   394,837  662,904 

Ⅱ 連結剰余金減少高      

配当金  26,340 26,340 59,680 59,680 

Ⅲ 当期純利益   294,407  ― 

Ⅳ 当期純損失   ―  70,175 

Ⅴ 連結剰余金期末残高   662,904  533,049 
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④ 連結キャッシュ・フロー計算書  （単位：千円） 

前連結会計年度 
 

自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
 

自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  540,865 ― 

税金等調整前当期純損失（△）  ― △144,682 

減価償却費  82,505 133,080 

長期前払費用の償却  1,906 2,961 

新株発行費の償却  31,898 ― 

貸倒引当金の増加額  22,905 4,784 

賞与引当金の増加額（又は減少額（△））  21,264 △42,346 

退職給付引当金の増加額（又は減少額（△））  4,405 △4,405 

受取利息及び受取配当金  △14,326 △2,682 

支払利息  8,854 38,793 

持分法投資損益  2,331 △48,874 

有価証券償還損等  69,178 ― 

有形・無形固定資産除却損  19,404 18,629 

有形・無形固定資産売却損  378 ― 

投資有価証券評価損  ― 43,070 

売上債権の増加額  △142,353 △278,291 

たな卸資産の増加額  △16,298 △91,826 

仕入債務の増加額  ― 81,109 

その他営業資産の増加額  △39,115 △103,997 

その他営業負債の増加額  81,287 98,952 

未払消費税等の減少額（又は増加額（△））  △34,542 30,447 

その他固定負債の増加額（又は減少額（△））  109,408 △29,718 

小計  749,958 △294,998 

利息及び配当金の受取額  14,408 2,210 

利息の支払額  △10,582 △37,771 

法人税等の支払額  △296,166 △200,501 

営業活動によるキャッシュ・フロー  457,617 △531,060 
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 （単位：千円） 

前連結会計年度 
 

自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
 

自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △604,073 16,000 

定期預金の払戻による収入  765,097 48,000 

有価証券の取得による支出  △848,440 ― 

有価証券の売却による収入  568,748 ― 

有形固定資産の取得による支出  △1,957,959 △149,738 

有形固定資産の売却による収入  763 36,266 

無形固定資産の取得による支出  △68,110 △144,863 

投資有価証券の売却による収入  500 ― 

投資有価証券の取得による支出  △328,000 △91,536 

貸付けによる支出  △200,325 △58,000 

貸付金の回収による収入  204,259 11,800 

長期前払費用にかかる支出  △5,600 △8,108 

差入保証金にかかる支出  △67,042 △112,490 

差入保証金の回収による収入  32,707 17,734 

その他の投資にかかる支出  △235,296 △74,731 

その他の投資の回収による収入  ― 7,997 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,742,772 △533,671 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入  500,000 434,000 

短期借入金の返済による支出  △960,000 △417,000 

長期借入れによる収入  2,000,000 800,000 

長期借入金の返済による支出  △25,000 △387,290 

株式の発行による収入  1,286,545 ― 

配当金の支払額  △26,340 △58,528 

少数株主による株式払込収入  15,000 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー  2,790,205 371,182 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  505,050 △693,550 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  696,279 1,201,329 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高  1,201,329 507,779 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度 
自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  ２社 

連結子会社名 

  エフアンドエムネット株式会社 

  株式会社中小企業ｴﾑｱﾝﾄﾞｴｰｾﾝﾀｰ 

       同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数  １社 

主要な会社名 

  ﾁｬﾚﾝｼﾞｬｰ・ｸﾞﾚｲ・ｸﾘｽﾏｽ株式会社 

 

       同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 エフアンドエムネット株式会社の事業

年度の末日は、連結決算日と一致してお

ります。 

 株式会社中小企業ｴﾑｱﾝﾄﾞｴｰｾﾝﾀｰの決算

日は1月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては同社

の設立日（平成13年2月1日）現在の財務

諸表を使用しております。ただし、平成

13年2月1日から連結決算日までの期間に

発生した重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

       同左 

 

 

       同左 

 

 連結財務諸表の作成に当たっては連結

子会社の決算日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、連結決算日との間

に発生した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

 

 

 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

（イ）有価証券 

①売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

（イ）有価証券 

            

 

 ②その他有価証券 

時価のあるもの 

            

 

 

 

 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

 

時価のないもの 

 同左 
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前連結会計年度 
自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

 （追加情報） 

当連結会計年度から金融商品に係る会

計基準（「金融商品に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成11年１月22日））を適用し、

有価証券の評価基準及び評価方法（売

買目的有価証券については移動平均法

による低価法（洗替え方式）から時価

法（売却原価は、移動平均法により算

出））に変更しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合と比

較して、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は20,417千円減少しておりま

す。また、期首時点で保有する有価証

券の保有目的を検討し、売買目的有価

証券は流動資産の有価証券として、そ

れ以外の有価証券は、投資有価証券と

して表示しております。その結果、流

動資産の有価証券は174,055千円増加

し、投資有価証券は同額減少しており

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 （ロ）たな卸資産 

 当社の商品、製品及び仕掛品は月次

総平均法による原価法、連結子会社の

仕掛品は個別法による原価法によって

おり、貯蔵品は当社及び連結子会社と

も最終仕入原価法によっております。 

（ロ）たな卸資産 

 当社の商品、製品及び仕掛品は月次総

平均法による原価法、連結子会社の仕掛

品は個別法による原価法によっており、

貯蔵品は当社及び連結子会社とも最終仕

入原価法によっております。 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

（イ）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法）を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物     ６～４２年 

 車両運搬具  ２～ ６年 

 工具器具備品 ３～２４年 

（イ） 有形固定資産 

 同左 

 （ロ）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

（ロ）無形固定資産 

 同左 
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前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 （ハ）長期前払費用 

 均等償却によっております。 

（ロ） 長期前払費用 

 同左 

(3)繰延資産の処理方法 

 

 

 

 

①新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

（追加情報） 

平成12年7月21日の有償一般募集による

新株式発行（700株）は引受証券会社が引

受価額で引受を行い、これを引受価額と

異なる発行価格で一般投資家に販売する

スプレッド方式によっております。 ス

プレッド方式では、発行価格と引受価額

との差額の総額84,000千円が事実上の引

受手数料であり、引受価額と同一の発行

価格で一般投資家に販売する従来の方式

によれば新株発行費として処理されるべ

き金額に相当します。 このため従来の

方式によった場合に比べ、新株発行費は

84,000千円少なく、経常利益及び税金等

調整前当期純利益は同額多く計上されて

おります。 

①創立費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

②新株発行費 

            

 

 

            

(4）重要な引当金の計上基

準 

（イ）貸倒引当金 

 一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

（イ） 貸倒引当金 

 同左 

 （ロ）賞与引当金 

 当社及び連結子会社は従業員の賞与

の支給に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

（ロ） 賞与引当金 

 同左 

 （ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、会計基準変更時差

異（2,331千円）については、当連結会

計年度において全額費用処理しており

ます。 

（ハ） 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しており

ます（当連結会計年度末においては、年

金資産の額が退職給付債務を超えるた

め、当該超過額を前払年金費用（5,476

千円）として「投資その他の資産―その

他」に計上しております）。 
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前連結会計年度 
自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

 （追加情報） 

当連結会計年度から退職給付に係る会計

基準（「退職給付に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平

成10年６月16日））を適用しております。

この結果、従来の方法によった場合と比

較して、退職給付費用が2,074千円増加

し、経常利益は2,074千円、税金等調整前

当期純利益は4,405千円減少しておりま

す。また、企業年金制度の過去勤務債務

等に係る未払金は、退職給付引当金に含

めて表示しております。 

 

 

 

 

            

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 同左 

  

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

 また、金利スワップについて特例処

理の条件を充たしている場合には特例

処理を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

 同左 

 (2）ヘッジ手段、ヘッジ対象、ヘッジ方

針 

 主に当社の内規に基づき、金利変動

リスクをヘッジしております。当事業

年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対

象とヘッジ手段は以下のとおりであり

ます。 

① ヘッジ手段 金利スワップ 

② ヘッジ対象 借入金 

(2) ヘッジ手段、ヘッジ対象、ヘッジ 

方針 

 同左 

 (3)有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の

相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しております。 

(3) 有効性評価の方法 

 同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

（イ）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

（イ） 消費税等の会計処理 

 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

きましては、全面時価評価法を採用して

おります。 

 同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却につきましては、

20年間の均等償却を行っております。 

 同左 
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前連結会計年度 
自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

 同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

 同左 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係）  

前連結会計年度 
（平成13年3月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成14年3月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
 
 159,900千円 

  

 
 229,774千円 

  
※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 
 
投資有価証券（株式） 125,668千円 

  

 
投資有価証券（株式） 174,543千円 

投資有価証券（社債） 50,000千円 
  

※３ 担保資産及び担保付債務 ※３ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 担保に供している資産は次のとおりであります。 
 
建物 1,110,280千円 

土地 729,631千円 

計 1,839,911千円 
  

 
建物 1,115,342千円 

土地 729,631千円 

計 1,844,973千円 
  

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 
 
短期借入金 
(一年以内返済予定の長期借入金) 

181,480千円 

長期借入金 1,318,520千円 

計 1,500,000千円 
  

 
短期借入金 
(一年以内返済予定の長期借入金) 

45,470千円 

長期借入金 1,411,440千円 

計 1,456,910千円 
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（連結損益計算書関係）  

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 
 
給与手当 407,288千円 

旅費交通費 194,469千円 

賞与引当金繰入額 59,935千円 

退職給付費用 11,331千円 

減価償却費 52,233千円 

貸倒引当金繰入額 33,831千円 
  

 
給与手当 365,547千円 

旅費交通費 116,293千円 

賞与引当金繰入額 19,632千円 

減価償却費 37,461千円 

貸倒引当金繰入額 4,784千円 

連結調整勘定償却額 343千円 
  

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 
 
建物 17,263千円 

車両運搬具 2,140千円 

計 19,404千円 
  

 
建物 16,927千円 

工具器具備品 1,701千円 

計 18,629千円 
  

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３         ――― 
 
車両運搬具 378千円 

計 378千円 
  

 
  

  
  

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

前連結会計年度 
自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高は、連結貸借対照表に掲

記されている現金及び預金勘定と一致しております。 

（平成13年３月31日現在）  
 
現金及び預金勘定 1,233,329千円 

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

△ 32,000千円 

現金及び現金同等物 1,201,329千円 
  

 

 

（リース取引関係）  

前連結会計年度 
自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 当社及び国内連結子会社のリース取引はすべて、企業

の事業内容に照らして重要性の乏しいリース取引でリー

ス契約１件当たりリース料総額が300万円未満であるた

め、注記すべき事項はありません。 

 同左 
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（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成13年3月31日） 

１．売買目的有価証券 （単位：千円） 

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 当 連結会計年度の損益に含まれた評価差額 

335,338 △23,099 

 

２．時価のない有価証券の主な内容  （単位：千円） 

  

 連結貸借対照表計上額 

摘 要 

その他有価証券   

(１) 非上場株式（店頭売買株式を除く） 254,500  

 

当連結会計年度（平成14年3月31日） 

１．その他の有価証券で時価のあるもの                                              （単位：千円） 

 種類 取得原価 連結貸借対照表計上

額 

差額 

（１） 株式 

（２） 債券 

① 国債・地方

債 

② 社債 

③ その他 

（３） その他 

―― 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

―― 

 

―― 

―― 

―― 

―― 

 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

小   計 ―― ―― ―― 

 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

（１） 株式 

（２） 債券 

① 国債・地方債 

② 社債 

③ その他 

（３） その他 

192,910 

 

―― 

―― 

―― 

142,427 

123,183 

 

―― 

―― 

―― 

117,988 

△69,727 

 

―― 

―― 

―― 

△24,438 

 小   計 335,338 241,171 △94,166 

合      計 335,338 241,171 △94,166 

 

２．時価のない主な有価証券の内容  （単位：千円） 

  

 連結貸借対照表計上額 

摘 要 

その他有価証券   

(１) 非上場株式（店頭売買株式を除く） 243,940  

(２) その他 25  

 

（注）当連結会計期間の期首において、売買目的有価証券を全てその他有価証券に保有目的を変更してお

ります。この変更は、平成13年3月26日付の当社取締役会において当連結会計期間の期首より運用

方針の変更を行い、トレーディング取引を行わないこととした事に伴うものであります。この変更

により、従来の保有目的によった場合に比して経常損失及び税金等調整前当期純損失は94,166千円

増加しております。 
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項  

前連結会計年度 
自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

(1)取引の内容 

当社は、変動金利の長期借入金を10年の固定金利の

資金に換えるための金利スワップ取引を行っておりま

す。 

 当社は、金利スワップ取引を行っております。 

(2)取引に対する取組方針及び利用目的 (2)取引に対する取組方針及び利用目的 

金利関連のデリバティブ取引については、現在金利

変動に伴なうリスクをヘッジする目的で変動金利を固

定金利に変換するための金利スワップ取引を利用して

いるのみであり、投機目的のデリバティブ取引は行わ

ない方針であります。 

 同左 

(3)取引に係るリスクの内容 (3)取引に係るリスクの内容 

金利関連における金利スワップ取引は市場金利の変

動によるリスクを有しておりますが、当社及び連結子

会社が行っているデリバティブ取引は上記（2）の利用

目的に限定しておりますので、これらのリスクは相対

的に軽微であり、相手先の契約不履行による信用リス

クはないと判断しております。 

 同左 

(4)取引に係るリスク管理体制 (4)取引に係るリスク管理体制 

取引のリスク管理体制といたしましては、決済権限

等を定められた社内稟議規定に基づき、所定の決済を

受けて実行し、管理本部において管理しております。 

 同左 

(5)取引の時価等に関する事項についての補足説明 (5)取引の時価等に関する事項についての補足説明 

「取引の時価等に関する事項」における想定元本は、

この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量

を示すものではありません。 

 

―― 

(1)取引の内容 

 

２．取引の時価等に関する事項 

 当社は、デリバティブ取引に関して金利関連である金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ

会計が適用されている金利スワップにつきましては、特例処理の条件を充たしているため「デリバテ

ィブ取引の契約額等、時価及び評価損益」の注記は省略しております。 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、満２年以上勤務した従業員を対象として、６０歳定年退職した場合に、勤続年数に応じた

退職年金もしくは退職一時金を給付する退職年金制度を採用しております。 

 

２．退職給付債務及びその内訳  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（平成13年3月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成14年3月31日現在） 

イ．退職給付債務 △23,868 △23,017 

ロ．年金資産 19,462 28,493 

ハ．退職給付引当金 △4,405 ―― 

ニ. 前払年金費用 ―― 5,476 

 （注） 当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用の内訳  
（単位：千円） 

 
前連結会計年度 
自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

退職給付費用   

(1）勤務費用 11,331 ―― 

(2）会計処理基準変更時差異の費用処理額 2,331 ―― 

 （注） 当社は、退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成13年3月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成14年3月31日現在） 

会計基準変更時差異の処理年数 １年 ―― 

 （注） 当社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等について記載しておりません。 
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（税効果会計関係）  

前連結会計年度 
（平成13年3月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成14年3月31日現在） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
 
繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 23,887千円 

未払事業税否認額 16,090千円 

有価証券評価損 13,283千円 

一括償却資産償却限度超過額 1,756千円 

その他 373千円 

繰延税金資産計 55,390千円 

繰延税金資産の純額 55,390千円 

（長期）繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 11,301千円 

未実現固定資産取引利益 10,003千円 

繰越欠損金 4,827千円 

退職給付引当金損金参入限度超過額 1,850千円 

一括償却資産償却限度超過額 707千円 

（長期）繰延税金資産計 28,690千円 

（長期）繰延税金負債  

特別償却準備金 △7,198千円 

（長期）繰延税金負債計 △7,198千円 

（長期）繰延税金資産の純額 21,491千円 
  

 
繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 8,905千円 

未払事業税否認額 1,538千円 

繰越欠損金 1,478千円 

一括償却資産償却限度超過額 2,716千円 

その他 825千円 

繰延税金資産計 15,464千円 

繰延税金資産の純額 15,464千円 

（長期）繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 15,848千円 

投資有価証券評価損 13,283千円 

未実現固定資産取引利益 18,033千円 

繰越欠損金 120,532千円 

土地建物固定資産税等相当額 8,751千円 

一括償却資産償却限度超過額 2,022千円 

その他有価証券評価差額金 39,549千円 

（長期）繰延税金資産計 218,022千円 

（長期）繰延税金負債  

前払年金費用 △3,772千円 

特別償却準備金 △6,136千円 

（長期）繰延税金負債計 △9,909千円 

（長期）繰延税金資産の純額 208,113千円 
  

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異原因となった主な項目別の内訳 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異原因となった主な項目別の内訳 
 

平成13年3月31日現在 
  

                 
 
法定実効税率 42.0％ 

（調整）  

留保金課税による差異 2.5％ 

均等割額等による差異 2.1％ 

交際費等永久に損金算入されない項目 1.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.7％ 
  

                        ―― 
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自平成12年4月１日 至平成13年3月31日）  （単位：千円） 

 
アウトソー
シング事業 

エフアンドエ
ムクラブ事業 

アウトプレー
スメント事業 

そ の 他 
事 業 

計 
消去又は 
全社 

連 結 

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 2,412,926 1,040,559 38,146 63,615 3,555,248 － 3,555,248 

(2）セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － 122,850 122,850 (122,850) － 

計 2,412,926 1,040,559 38,146 186,465 3,678,098 (122,850) 3,555,248 

営業費用 1,264,927 675,495 64,174 200,141 2,204,739 721,791 2,926,530 

営業利益(又は営業損失) 1,147,999 365,063 △26,028 △13,677 1,473,358 (844,641) 628,717 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出        

資産 443,793 82,120 － 243,683 769,597 4,470,039 5,239,636 

減価償却費 27,671 8,734 1,345 638 38,390 46,021 84,411 

資本的支出 129,524 54,551 － 5,057 189,133 1,132,588 1,321,721 

 （注）１．事業は、サービスの種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

 

２．各区分に属する主なサービス内容 

 事 業 区 分 主  要  サ  ー  ビ  ス 

 アウトソーシング事業 個人事業主向け記帳代行サービス 

 エフアンドエムクラブ事業 中堅・中小企業向けの管理・総務部門情報提供サービス 

 アウトプレースメント事業 各企業退職者への再就職支援サービス 

 そ の 他 事 業 エフアンドエムクラブ事業の顧客である中堅・中小企業向けのASP事業等 

 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用           （単位：千円） 

  当連結会計期間 主  な  内  容 

 消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用 
820,823 

当社の総務部門・経理部門等の管理部門に係

る費用であります。 

 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額             （単位：千円） 

  当連結会計期間 主  な  内  容 

 消去又は全社の項目に含めた

全社資産の金額 4,528,853 

当社の余資運用資金（現預金及び有価証券）、

長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門

に係る資産であります。 

 

５．資本的支出及び減価償却費には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

 

６．連結財務諸表作成のための基本となる事項の「４．会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、当連

結会計年度より退職給付に係る会計基準を適用しております。この変更に伴う各セグメントに与える影

響は軽微であります。 
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当連結会計年度（自平成13年4月１日 至平成14年3月31日）  （単位：千円） 

 
アウトソー
シング事業 

エフアンドエ
ムクラブ事業 

不  動  産 
賃 貸 事 業 

そ の 他 
事 業 

計 
消去又は 
全社 

連 結 

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 1,918,393 1,429,097 145,356 240,849 3,733,696 ―― 3,733,696 

(2）セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

――  ――     9,665 193,023 202,689 (202,689) ―― 

計 1,918,393 1,429,097 155,021 433,872 3,936,385 (202,689) 3,733,696 

営業費用 1,610,845 1,158,233 87,157 360,092 3,216,329 614,381 3,830,711 

営業利益(又は営業損失) 307,548 270,863 67,863 73,780 720,056 (817,070) (97,014) 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出        

資産 606,063 197,948 906,662 720,666 2,431,340 3,019,751 5,451,092 

減価償却費 34,941 10,917 17,738 6,468 70,065 65,976 136,042 

資本的支出 68,948 61,467 9,662 20,394 160,472 103,578 264,051 

 （注）１．事業は、サービスの種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

 

２．各区分に属する主なサービス内容 

 事 業 区 分 主  要  サ  ー  ビ  ス 

 アウトソーシング事業 個人事業主向け記帳代行サービス 

 エフアンドエムクラブ事業 中堅・中小企業向けの管理・総務部門情報提供サービス 

 不 動 産 賃 貸 事 業 事業用ビルの賃貸事業 

 そ の 他 事 業 エフアンドエムクラブ事業の顧客である中堅・中小企業向けのASP事業等 

 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用           （単位：千円） 

  当連結会計期間 主  な  内  容 

 消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用 
774,288 

当社の総務部門・経理部門等の管理部門に係

る費用であります。 

 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額             （単位：千円） 

  当連結会計期間 主  な  内  容 

 消去又は全社の項目に含めた

全社資産の金額 3,219,768 

当社の余資運用資金（現預金及び有価証券）、

長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門

に係る資産であります。 

 

５．資本的支出及び減価償却費には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

６．アウトプレースメント事業については、前連結会計年度の下期において、チャレンジャー・グレイ・ 

     クリスマス株式会社（当社関連会社）に当該事業を移管したことに伴い、当社連結会社より 

同事業が外れたため、当連結会計期間から「アウトプレースメント事業」セグメントを記載し 

ておりません。 

また、不動産事業については、当連結会計期間から当該事業を開始したため、当連結会計期間

から「不動産事業」セグメントを新たに区分して記載しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重

要な在外支店がないため、該当事項はありません。 
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３．海外売上高 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

 

（関連当事者との取引） 

前連結会計年度（自平成12年4月１日 至平成13年3月31日） 

 

子会社等 
（単位：千円） 

関 係 内 容 

属 性 会 社 等 
の 名 称 

住 所 資 本 金 事業の内容
又 は 職 業 

議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

従業員の出向 3,828 ― ― 

人材情報の提
供 

32,000 売掛金 23,100 関連会社 

ﾁｬﾚﾝｼﾞｬ
ｰ・ｸﾞﾚｲ・
ｸﾘｽﾏｽ株
式会社 

東京都中
央区銀座
１－１５
－６ 

281,150 ｱｳﾄﾌﾟﾚｰｽﾒﾝﾄ事業 29.7％ ３名 
人材情
報の提
供 

当社開催セミ
ナーの受講 

250 売掛金 262 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記取引の取引条件は、市場価格等を参考に決定しております。 

 

当連結会計年度（自平成13年4月１日 至平成14年3月31日） 

 

子会社等 
（単位：千円） 

関 係 内 容 

属 性 会 社 等 の 名 称 住 所 資 本 金 事業の内容又 は 職 業 

議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

従業員の出向 8,686 ― ― 

金銭消費貸借 50,000 短期貸付金 50,000 

新株引受権付
社債の引受 

50,000 関係会社
社債 

50,000 

受取利息 373 未収入金 373 

有価証券利息 472 未収入金 472 

 
 
関連会社 

ﾁｬﾚﾝｼﾞｬ
ｰ・ｸﾞﾚｲ・
ｸﾘｽﾏｽ株
式会社 

東京都中
央区銀座
１－１５
－６ 

281,150 ｱｳﾄﾌﾟﾚｰｽﾒﾝ
ﾄ事業 

29.7％ 2名 
人材情
報の提
供 

当社開催セミ
ナーの受講 

15,259 ― ― 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記取引の取引条件は、市場価格等を参考に決定しております。 
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（１株当たり情報）    

前連結会計年度 
自 平成12年4月１日 
至 平成13年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日 

 
１株当たり純資産額 212,265.82円 

１株当たり当期純利益 41,703.06円 
  

 
１株当たり純資産額 196,810.71円 

１株当たり当期純損失 5,879.32円 
  

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

41,539.14円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につ

いては、当連結会計年度では、１株当たり当期純損

失が計上されているため記載しておりません。 

 （注） 前連結会計年度の1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額は、株式

分割によって増加した株式数を、株式分割が行われたとき以降の期間の発行済株式数に加えて

期中平均株式数を計算しております。 

 

⑤ 連結附属明細表 

ａ．社債明細表 
 

 該当事項はありません。 

 

ｂ．借入金等明細表 （単位：千円） 

区 分 前期末残高 当期末残高 平 均 利 率 返 済 期 限 摘 要 

   ％   

短期借入金 35,000 52,000 0.5 －  

１年以内に返済予定の長期借入金 281,480 546,670 1.8 －  

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。） 

1,693,520 1,841,040 1.7 平成14～23年  

その他の有利子負債 － － － －  

計 2,010,000 2,439,710 － － － 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．１年以内に返済予定の長期借入金は、連結貸借対照表上「短期借入金」に含めて表示してお

ります。 

３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。 
    （単位：千円） 

 
１年超 
  ２年以内 

２年超 
  ３年以内 

３年超 
  ４年以内 

４年超 
  ５年以内 

長期借入金 545,480 446,480 256,480 161,480 

 

 

(2）その他 

 該当事項はありません。 
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